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平成１８年３月期   決算短信（連結） 平成１８年５月１７日 

会 社 名  靜甲株式会社 上場取引所    ＪＱ 

コード番号  ６２８６ 本社所在都道府県 静岡県 

（ＵＲＬ http://www.seiko-co.com） 

代  表  者   役  職  名  取締役社長 

          氏    名  鈴 木 惠 子 

問い合わせ先 責任者役職名  取締役 

          氏    名  小野田  敦 ＴＥＬ（０５４３）６６－１１０６ 

決算取締役会開催日   平成１８年５月１７日 

親会社等の名称     鈴与株式会社        親会社等における当社の議決権所有比率 24.08％ 

米国会計基準採用の有無  無 

 

１．１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

(1) 連結経営成績                （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円  ％
26,103（ △ 2.1）
26,676（ △ 1.4）

百万円  ％
497（ △ 29.2）
703（ △ 14.6）

百万円  ％
557（ △ 25.0）
742（ △ 14.1）

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円  ％ 
 101（ △ 68.7） 
 324（  11.9） 

円 銭
  15 45 
  54 79 

円 銭
    ― 
    ― 

％
   0.9 
  3.0 

％ 
   3.0 

3.9 

％
   2.1 
   2.8 

(注)①持分法投資損益      １８年３月期      －百万円  １７年３月期      －百万円 

②期中平均株式数（連結）  １８年３月期       5,250,000株  １７年３月期        5,250,000株 

③会計処理の方法の変更   有 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円 
      18,455 
      19,291 

百万円
      10,971 
      10,842 

％ 
     59.4 
     56.2 

円 銭
    2,085 91 
    2,058 20 

(注)期末発行済株式数（連結）  １８年３月期  5,250,000株    １７年３月期  5,250,000株 

(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円 
      1,003 
     △116 

百万円
      △759 
     △352 

百万円 
     △266 
     △487 

百万円
     2,427 
     2,449 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   ４社   持分法適用非連結子会社数  －社   持分法適用関連会社数  －社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  －社   (除外)  －社   持分法(新規)  －社   (除外)  －社 

２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

百万円
             13,000 
             27,000 

百万円
                  240 
                  700 

百万円
                   100 
                   270 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 51円42銭 

 

※上記の業績予想は、本資料発表日現在における将来に関する前提・見通し・計画に基づく予想であり、実際の業績は様々な

要素により異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページをご参照ください。 
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添付資料 

１ 企業集団の状況 
当社及び当社の関係会社（当社・子会社 8 社及び関連会社 1 社）は、産業機械の製造販売・冷間

鍛造製品の製造販売・電機機器の販売・車両関係の販売修理・請負工事・不動産等の賃貸を主な

事業の内容としております。また、その他の関係会社の鈴与㈱が総合物流事業を行っております。 

産業機械事業 ……当社が主に包装機械を製造販売する他、当社製品の一部を子会社日本機

械商事㈱（本社：東京都千代田区）及び関連会社日本機械商事㈱（本社：

大阪府大阪市）を通して販売しております。また、子会社静岡エンジニ

アリング・サービス㈱が包装機械等の修理・改造等を行っております。 

冷間鍛造事業 ……当社が冷間鍛造製品を製造販売しております。 

電機機器事業 ……当社が静岡県内を中心に空調機器・冷凍機器等電機機器の販売及び空調

設備設置工事を行っております。 

車両関係事業 ……当社及び子会社静岡スバル自動車㈱・静岡ブイオート㈱・静岡スバル物

流㈱が、静岡県内を中心に車両及びその関連商品を販売しております。 

不動産等賃貸事業 ……当社が子会社他に対して不動産を賃貸する他、子会社静岡自動車㈱が、

静岡県内を中心に、駐車場経営及び貸自動車業を行っております。 

 
 
 
事業の系統図は次のとおりであります。 
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２ 経営方針 

(１)経営の基本方針 

当社グループの事業内容は、産業機械、冷間鍛造製品の製造販売及び電機機器、車両関係の各

種商品の販売並びに不動産賃貸など多岐にわたっており、それぞれの事業において顧客満足を

常に考える姿勢を持ち、そのニーズに対応した製品、商品及びサービスを提供し、お客さま、

株主、社員、地域社会などのステークホルダーとの共存を念頭に置き活動を行っております。 

中期的には次のとおり展開していく所存でございます。 

①産業機械事業はリーディングカンパニーをめざして、食品を中心に生活者の日常に必要な商

品を製造するお客さまに価値ある製品を提供し、お客さまの繁栄に寄与し、お客さまととも

に豊かな社会を創造していく。 

②冷間鍛造事業は高度な技術を応用して新分野への開拓をめざすとともに自社製品を提供でき

る事業にする。 

③電機機器、車両関係の各種商品の販売分野及び不動産賃貸などの事業では、静岡県内のお客

さまを中心に地域への貢献をめざす。 

(２)利益配分に関する基本方針 

安定配当を基本としつつも、業績に応じた配当を行ってまいります。 

(３)投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引き下げは、個人株主の裾野を広げる意味で有用な施策であると理解しております。 

当社株式の投資単位は、1,000 株単位で、現在の株価水準では日本証券業協会が投資単位の目

安として示している 50 万円を上回る水準となっておりますので、市場からの要請や今後の当

社の株価の推移等を見守りながら、株券不発行制度の導入時期を目途に投資単位の引き下げを

検討してまいります。 

(４)対処すべき課題 

①産業機械事業では、安定した受注を確保するため、多品種生産向けパウチ充填シール機の拡

販キャンペーンや医薬品業界向けカートナーの販売強化などを通して、積極的な受注活動を

展開してまいります。一方、コスト面につきましては、主力製品であります充填巻締機のセ

ミオーダー化の実現に取り組み、製造期間短縮やコスト削減を図ってまいります。また、新

たに開発したボトルハンドリング技術を利用した充填機をラインアップに加えるなど、今後

もお客さまのニーズに合った製品の開発に努めます。 

②冷間鍛造事業では、今後も受注高が高い水準で推移することが予想され、現在の三交替勤務

によるフル生産を継続する必要があるため、従業員の健康管理が今まで以上に必要となって

きております。また、このような環境の中で、お客さまの希望納期に応えられるよう、外部

コンサルタントによる生産工程の改善やＴＰＭ（全員参加による生産保全活動）を通して総

合的な生産効率の向上にも取り組んでまいります。なお、環境マネジメントシステム（ＩＳ

Ｏ 14001）につきましては、平成18年4月に認証取得を完了いたしました。 

③電機機器事業では、これまで県内中部を中心に販売活動を行ってまいりましたが、電機機器

の更なる売上拡大のため、県内西部及び東部地区での販売強化に取り組みます。特に、自動
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車関連業界で活発な設備投資が見込まれる西部地区においては、人員を増強するなど営業体

制の充実を図ってまいります。また、新規取扱商品を増やし、多様化するお客さまのニーズ

に対応してまいります。 

④車両関係事業では、お客様に安全・快適なカーライフを提供するため『総合営業』をキーワ

ードとして、今まで以上に販売とサービスの両部門の連携を進めてまいります。この『総合

営業』を推進する一つとして、当連結会計年度より日曜営業体制をとることといたしました。

これに伴い、販売とサービスが一体となり、お客さまとのコミュニケーションが図られ顧客

満足の向上にもつながると考えております。 

(５) 親会社等に関する事項 

①親会社等の商号等 

親会社等 属性 
親会社等の議決権

所有割合(％) 

親会社等が発行する株式が

上場されている証券取引所等

鈴 与 株 式 会 社 その他の関係会社 24.08 なし 

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、その他の上場会社と親会社等との関係 

当社と鈴与㈱の間では取締役の兼務はなく、鈴与㈱から従業員の受け入れも行っておりませ

ん。取引は一般的な営業取引が主体であり、その他の面でも特筆すべき事項はなく、当社は

上場会社としての独立性を確保しております。 

③親会社等との取引に関する事項 

関係内容 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業

議決権

等の所

有割合

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

自動車用タ

イヤ等の販

売 

自動車用タ

イヤ等の販

売 

8,122 売掛金 1,088その他

の関係

会社 

鈴与㈱ 
静岡県

静岡市 
10 億円 

総合物流

事業 

直接 

24.08%
－ 

運 送 業 務

の委託 

運 送 業 務

の委託 
9,047 未払金 －

 

なお、当社の｢内部管理体制の整備と運用状況｣につきましては、別途開示を予定しております

コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及び

その整備状況」をご参照ください。 

 

３ 経営成績及び財政状態 

(１)当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善から製造業を中心に設備投資が増加

したため、原材料や素材の価格上昇など先行きに対する懸念はあるものの、景気は全体として

回復傾向にありました。このような経済環境の中で、当社グループでは引き続き顧客満足の向

上を重要な経営目標に掲げ、受注及び販売活動を推進して収益の確保に努めてまいりました。 

この結果、売上高は２６１億３百万円（前連結会計年度比 2.1％減）となりました。この内、

当社の主要な連結子会社であります静岡スバル自動車㈱（静岡ブイオート㈱含む）の売上高は

１５２億８千３百万円（相殺消去後、前連結会計年度比 6.4％減）を占めております。経常利

益は５億５千７百万円（前連結会計年度比 25.0％減）、また当連結会計年度より減損会計を適
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用し減損損失１億６千６百万円を特別損失として計上いたしましたので、当期純利益は１億１

百万円（前連結会計年度比68.7％減）となりました。 

前連結会計年度と比較して販売費及び一般管理費が増加しておりますが、これは主として連結

子会社である静岡スバル自動車㈱及び静岡ブイオート㈱の会計処理方法の変更により、従来、

製造原価に計上していた費用の一部を販売費及び一般管理費に計上したためです。 

事業の種類別セグメントごとに見ますと、産業機械事業の包装機械では、一時期低迷した売上

高は回復傾向にあり前期実績を上回りましたが、依然として設備投資に対して慎重な顧客も

多く、工場の安定的な操業を維持するために必要な本格的な受注の回復までには至りません

でした。しかし、ここ数年、大型物件が減少し価格競争も厳しさを増す中で、医薬品業界から

の受注獲得に努めた結果、ケーサー及びカートナーの大型物件を受注し納入することがで

きたため、売上高は４５億６千６百万円（前連結会計年度比4.8％増）となりました。営業利

益につきましては、価格競争の影響を受け販売価格が低下したことや、客先への納入時期が集

中して工場の操業が安定せず外注費が増加したことなどに加え、材料費の価格上昇なども影響

し、２億９千３百万円（前連結会計年度比38.0％減）となりました。 

冷間鍛造事業では、前連結会計年度に引き続き電動工具部品が好調で増産となったため、三交

替勤務によるフル操業の生産を続けました。このように工場の操業が高い水準で推移する中、

労働災害を防止するために安全面に配慮した設備投資も行いました。また、金型製造設備を増

強し、金型の品質向上とプレスラインへの安定供給を図るとともに、プレス機の自動化推進に

も取り組み生産効率の向上に努めた結果、売上高は１８億２千万円（前連結会計年度比 11.7%

増）、営業利益は２億６千８百万円（前連結会計年度比0.4％増）となりました。 

電機機器事業では、電機機器は、半導体や液晶関連から自動車関連へと需要の中心が移りまし

たが企業の活発な設備投資は変わらず、ＦＡ関連機器を中心に引き続き好調に推移しました。

また、設備機器でも、空調設備のサービスでは保守や修理の受注が順調であり、冷熱機器の売

上も好調であったため、売上高は３７億８千４百万円（前連結会計年度比1.3％増）、営業利益

は２億３千１百万円（前連結会計年度比41.1％増）となりました。 

車両関係事業では、連結子会社の静岡スバル自動車㈱において、小型・普通自動車の厳しい販

売環境に加え、軽自動車の販売不振が大きく響き、スバル新車販売部門の売上高が落ち込みま

した。一方、ポルシェ事業部門は新型車効果により大幅に売上を伸ばし、中古車部門、部品・

サービス部門でも前連結会計年度並みの収益を確保することができました。しかしながら、ス

バル新車販売部門の落ち込みをカバーするまでには至らず、車両関係事業全体では売上高は１

５８億７百万円（前連結会計年度比5.9％減）、営業利益２億４千万円（前連結会計年度比31.8％

減）となりました。 

不動産等賃貸事業では、賃貸不動産の契約が一部終了いたしましたので、売上高は１億２千４

百万円（前連結会計年度比19.6％減）、営業利益３千万円（前連結会計年度比36.5％減）とな

りました。 

（注）記載金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(２)キャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、２

４億２千７百万円であり、前連結会計年度末から２千２百万円資金が減少（前連結会計年度は
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９億５千８百万円の資金が減少）いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ･フローについては、税金等調整前当期純利益が４億５百万円であ

りましたが、売上債権の減少、たな卸資産の減少による資金の増加及び仕入債務の減少、法人

税等の支払いによる資金の減少等により、１０億３百万円の資金が増加（前連結会計年度は１

億１千６百万円の資金が減少）いたしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ･フローについては、投資有価証券の売却収入による資金の増加及

び有形固定資産の取得による資金の減少等により、７億５千９百万円の資金が減少（前連結会

計年度は３億５千２百万円の資金が減少）いたしました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ･フローについては、借入金の返済及び配当金の支払により、２億

６千６百万円の資金が減少（前連結会計年度は４億８千７百万円の資金が減少）いたしました。 

 

(３)次期の見通し 

原材料や素材の価格上昇など先行きに対する懸念を残しつつも、今後も景気は回復基調で推移

して行くと思われます。このような状況の中で、当社グループは引き続き顧客満足の向上を重

要な経営目標として掲げ、総力を結集して収益の確保に努めてまいります。次期の業績の見通

しにつきましては、売上高２７０億円（前連結会計年度比3.4％増）、経常利益７億円（前連結

会計年度比 25.6％増）、当期純利益２億７千万円（前連結会計年度比 165.2％増）となる見通

しです。 

 

(４) 事業等のリスク 

当社グループ(当社及び連結子会社)の経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性のある事項について、当社グループでコントロールできない外部要因や、事

業上のリスクとして発生する可能性は必ずしも高くないと見られる事項も含め、投資者の投資判断上、

重要と考えられる事項については以下に開示しております。また、当社グループでは、これらのリス

ク発生の可能性を認識したうえで、その発生の予防及び発生した場合の対応に努力する所存でありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、決算短信提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

①製品の多くが受注生産であることについて 

産業機械事業及び冷間鍛造事業では、その製品の多くが受注生産であるため、製品納期の短縮や品

質保証の充実を図り受注獲得に努めておりますが、お客さまの経営方針の変更や在庫調整等の影響

を受けて受注が減少し業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②依存度の高い仕入先があることについて 

電機機器事業においては主に三菱電機㈱から、また、車両関係事業においては主に富士重工業㈱及

びダンロップファルケンタイヤ㈱から商品の供給を受けておりますので、競合メーカーの新製品投

入等により当社取扱商品の競争力が低下したり、仕入先メーカーの商品戦略が変更されたりした場

合には業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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③知的財産権について 

主に産業機械事業において包装機械関連技術に関する特許を所有し、知的財産の保護を行っており

ますが、他社がより優れた研究開発を行って特許を取得した場合には、当該事業の競争力が低下す

る可能性があります。また、第三者の知的財産権を侵害しないよう留意し調査を行っておりますが、

その調査にも限界があり、将来的に他社の知的財産権を侵害していると指摘される可能性がありま

す。 

④製品の欠陥について 

産業機械事業及び冷間鍛造事業の全工場において、品質マネジメントの国際規格であるＩＳＯ

9001：2000年版の認証を取得し、品質保証に加えて顧客満足の向上をめざして製品を製造しており

ますが、全ての製品について欠陥がなく、将来リコールが発生する可能性が皆無であるという保証

はありません。また、万一、リコールが発生した場合には、その対応に要するコストが発生して、

業績に影響を与える可能性があります。 

⑤環境関連の法的規制 

当社グループは、環境の保全を企業の社会的責任の重要な一部であると考え、事業を行っております。 

冷間鍛造事業では、製造工程において材料の表面潤滑処理のために薬剤を使用しており、その管理

及び処理には万全の体制を整え、環境関連の法的規制を遵守して環境汚染の予防に努めております。 

また、法規制への対応に止まらず、平成18年4月にＩＳＯ14001の認証を取得し、環境方針に基づ

いた事業活動を行い、環境への負荷低減に取り組んでおります。しかしながら、不慮の事故によっ

て環境汚染を引き起こし、事業継続が不可能となる可能性は皆無とはいえず、また関連法令の改正

等によっては、新たな管理費用や処理費用の負担が発生する可能性があります。 

⑥情報流出のリスクについて 

当社グループは、事業の過程で入手したお客さまや取引先に関する情報については取り扱いに細心

の注意を払っており、これまで情報の流出による問題は発生しておりません。引き続き更なる情報

管理体制の充実に努めてまいりますが、万一、情報の流出が発生した場合には、当社グループの社

会的信用が失われ企業イメージを損ない、また損害賠償請求等によって業績に影響を与える可能性

があります。 

⑦自然災害等のリスクについて 

各事業の主要な拠点は静岡県内に集中しており、同地域が自然災害等に見舞われた場合には、その

影響を受けることが考えられます。自然災害の中でも特に地震に対しては、人的・物的被害を最小

限にとどめるよう配慮しておりますが、万一、想定されている東海地震が発生した場合には、被害

を受ける可能性があります。 

 



４  連結財務諸表等

連結貸借対照表

対前連結会計年度

比較増減

(△印 減)

構成比
（％）

構成比
（％）

金額（千円）

（資産の部）

Ⅰ 流動資産 9,545,683 49.5 8,388,354 45.5 1,157,328△     

1 現金及び預金 2,454,725 2,432,305 22,419△        

2 受取手形及び売掛金 4,462,820 4,001,220 461,600△       

3 たな卸資産 2,112,289 1,488,193 624,095△       

4 繰延税金資産 233,870 182,247 51,623△        

5 その他 296,722 290,673 6,048△         

貸倒引当金 14,745△       6,285△        8,459          

Ⅱ 固定資産 9,745,748 50.5 10,067,606 54.5 321,858        

1 有形固定資産 7,466,593 38.7 7,476,646 40.5 10,052         

(1) 建物及び構築物 2,696,345 2,740,722 44,377         

(2) 機械装置及び運搬具 555,185 691,786 136,601        

(3) 土地 4,091,103 3,924,686 166,416△       

(4) 建設仮勘定 11,392 - 11,392△        

(5) その他 112,566 119,450 6,883          

2 無形固定資産 75,484 0.4 96,194 0.5 20,710         

3 投資その他の資産 2,203,670 11.4 2,494,765 13.5 291,094        

(1) 投資有価証券 1,756,021 2,015,498 259,476        

(2) 繰延税金資産 184,439 179,499 4,940△         

(3) その他 278,463 307,682 29,218         

貸倒引当金 15,253△       7,914△        7,339          

資産合計 19,291,431 100.0 18,455,961 100.0 835,469△       

（負債の部）

Ⅰ 流動負債 4,358,527 22.6 3,443,990 18.7 914,537△       

1 支払手形及び買掛金 2,700,796 2,199,933 500,862△       

2 短期借入金 201,366 128,304 73,062△        

3 未払法人税等 276,449 102,048 174,401△       

4 賞与引当金 423,709 379,447 44,261△        

5 その他 756,206 634,257 121,949△       

Ⅱ 固定負債 1,856,905 9.6 1,778,946 9.6 77,958△        

1 繰延税金負債 8,363 163,537 155,174        

2 長期借入金 301,657 240,426 61,231△        

3 退職給付引当金 1,190,598 1,228,145 37,546         

4 役員退職慰労金引当金 325,805 113,802 212,002△       

5 その他 30,481 33,034 2,552          

負債合計 6,215,433 32.2 5,222,937 28.3 992,496△       

（少数株主持分）

少数株主持分 2,233,137 11.6 2,261,287 12.3 28,149         

（資本の部）

Ⅰ 資本金 1,337,000 6.9 1,337,000 7.3 -              

Ⅱ 資本剰余金 1,242,814 6.4 1,242,814 6.7 -              

Ⅲ 利益剰余金 7,686,498 39.9 7,667,031 41.5 19,466△        

Ⅳ その他有価証券評価差額金 576,548 3.0 724,890 3.9 148,342        

資本合計 10,842,860 56.2 10,971,737 59.4 128,876        
負債、少数株主持分
及び資本合計

19,291,431 100.0 18,455,961 100.0 835,469△       

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

区分 金額（千円）金額（千円）

（平成17年3月31日） （平成18年3月31日）

前連結会計年度 当連結会計年度
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連結損益計算書

対前連結会計年度

比較増減

(△印 減)

金額（千円）

Ⅰ 売上高 26,676,174 100.0 % 26,103,516 100.0 % 572,657△        

Ⅱ 売上原価 21,803,515 81.7 21,177,793 81.1 625,722△        

売上総利益 4,872,658 18.3 4,925,723 18.9 53,064          

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,169,593 15.6 4,427,961 17.0 258,367         

営業利益 703,064 2.7 497,761 1.9 205,302△        

Ⅳ 営業外収益 77,871 0.3 93,790 0.4 15,919          

1 受取利息 2,409 2,712 303             

2 受取配当金 27,232 31,432 4,199           

3 仕入割引 14,082 12,507 1,574△          

4 受取手数料 7,178 7,472 293             

5 受取賃貸料 7,946 14,763 6,817           

6 その他 19,021 24,901 5,879           

Ⅴ 営業外費用 38,078 0.2 34,325 0.1 3,753△          

1 支払利息 12,262 9,868 2,393△          

2 売上割引 13,100 18,694 5,594           

3 手形売却損 1,519 1,861 341             

4 たな卸資産評価損 6,783 94 6,689△          

5 その他 4,412 3,805 607△            

経常利益 742,857 2.8 557,227 2.1 185,629△        

Ⅵ 特別利益 12,662 0.0 133,712 0.5 121,049         

1 前期損益修正益 - 1,804 1,804           

2 固定資産売却益 11,139 123 11,015△         

3 投資有価証券売却益 - 120,198 120,198         

4 貸倒引当金戻入額 - 11,585 11,585          

5 ゴルフ会員権売却益 1,523 - 1,523△          

Ⅶ 特別損失 39,853 0.1 285,784 1.1 245,931         

1 固定資産売却損 15,675 4,342 11,333△         

2 固定資産除却損 24,177 71,279 47,102          

3 退職慰労金 - 43,746 43,746          

4 減損損失 - 166,416 166,416         

税金等調整前当期純利益 715,666 2.7 405,154 1.6 310,511△        

法人税、住民税及び事業税 315,260 1.2 128,000 0.5 187,259△        

法人税等調整額 26,085△       0.1△  105,898 0.4 131,983         

少数株主利益 101,538 0.4 69,441 0.3 32,097△         

当期純利益 324,953 1.2 101,814 0.4 223,138△        

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

百分比
（％）

百分比
（％）

金額（千円） 金額（千円）

（自 平成16年4月 1日
　  至 平成17年3月31日）

（自 平成17年4月 1日
　  至 平成18年3月31日）
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連結剰余金計算書

対前連結会計年度

比較増減

金額（千円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ         1,242,814         1,242,814 -               

Ⅱ         1,242,814         1,242,814 -               

（利益剰余金の部）

Ⅰ 7,487,378        7,686,498        199,120         

Ⅱ 利益剰余金増加高 324,953          101,814          223,138△        

当期純利益 324,953          101,814          223,138△        

Ⅲ 125,833          121,280          4,552△          

1 配当金 89,250           84,000           5,250△          

2 役員賞与 36,583           37,280           697             

Ⅳ 7,686,498        7,667,031        19,466△         

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

利益剰余金減少高

当連結会計年度前連結会計年度

金額（千円）

   至 平成18年3月31日）

金額（千円）

   至 平成17年3月31日）

資本剰余金期首残高

資本剰余金期末残高

区分

(△印 減)
 （自 平成16年4月 1日  （自 平成17年4月 1日
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連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度 当連結会計年度 対前連結会計年度比較増減

自 平 成 16 年 4 月 1 日 自 平 成 17 年 4 月 1 日

至 平 成 17 年 3 月 31 日 至 平 成 18 年 3 月 31 日 (△印 減)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前当期純利益 715,666                   405,154                   310,511△                

２ 減価償却費 362,778                   433,823                   71,044                    

３ 減損損失 -                            166,416                   166,416                   

４ 固定資産除却損 24,177                    71,279                    47,102                    

５ 貸倒引当金の増加額（△減少額） 1,087                      15,798△                 16,886△                 

６ 賞与引当金の減少額 31,250△                 44,261△                 13,011△                 

７ 退職給付引当金の増加額（△減少額） 1,517△                   37,546                    39,064                    

８ 役員退職慰労金引当金の増加額（△減少額） 7,866                      212,002△                219,868△                

９ 受取利息及び受取配当金 29,642△                 34,145△                 4,502△                   

１０ 支払利息 12,262                    9,868                      2,393△                   

１１ 為替差損 1,165                      592                         572△                     

１２ 固定資産売却益 11,139△                 123△                     11,015                    

１３ 固定資産売却損 15,675                    4,342                      11,333△                 

１４ 投資有価証券売却益 -                            120,198△                120,198△                

１５ その他投資売却益 1,523△                   -                            1,523                      

１６ 売上債権の減少額（△増加額） 897,353△                413,219                   1,310,573                

１７ たな卸資産の減少額（△増加額） 76,500△                 701,026                   777,527                   

１８ その他の資産の減少額（△増加額） 30,565△                 5,953                      36,518                    

１９ 仕入債務の増加額（△減少額） 156,291                   505,643△                661,934△                

２０ その他の負債の増加額（△減少額） 49,453                    3,380△                   52,833△                 

２１ 未払消費税等の増加額（△減少額） 63,398△                 10,528                    73,927                    

２２ 役員賞与の支払額 41,300△                 41,650△                 350△                     

（小計） 162,232                   1,282,547                1,120,314                

２３ 利息及び配当金の受取額 29,642                    34,145                    4,502                      

２４ 利息の支払額 11,685△                 10,296△                 1,389                      

２５ 法人税等の支払額 297,003△                302,401△                5,397△                   

営業活動によるキャッシュ・フロー 116,814△                1,003,994                1,120,809                

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による支出 353,459△                781,368△                427,909△                

２ 有形固定資産の除却による支出 3,607△                   30,584△                 26,976△                 

３ 有形固定資産の売却による収入 47,865                    6,570                      41,295△                 

４ 投資有価証券の取得による支出 2,239△                   53,365△                 51,126△                 

５ 投資有価証券の売却による収入 -                            179,492                   179,492                   

６ その他投資の取得による支出 48,878△                 86,545△                 37,667△                 

７ その他投資の回収による収入 7,558                      6,102                      1,456△                   

投資活動によるキャッシュ・フロー 352,760△                759,699△                406,939△                

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金純減少額 -                            70,000△                 70,000△                 

２ 長期借入れによる収入 -                            93,000                    93,000                    

３ 長期借入金の返済による支出 346,866△                157,293△                189,573                   

４ 配当金の支払額 89,255△                 83,686△                 5,569                      

５ 少数株主への配当金の支払額 51,412△                 48,144△                 3,268                      

財務活動によるキャッシュ・フロー 487,534△                266,123△                221,411                   

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 1,165△                   592△                     572                         

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 958,274△                22,419△                 935,854                   

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,407,999                2,449,725                958,274△                

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,449,725                2,427,305                22,419△                 

（注）１ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２ 金額欄の△表示は、現金及び現金同等物の流出を示しております。

区分
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数   4 社 

連結子会社の名称 

日本機械商事㈱（本社：東京都千代田区）、静岡自動車㈱、静岡スバル自動車㈱、 

静岡ブイオート㈱ 

(2)非連結子会社の名称 

静岡エンジニアリング・サービス㈱、㈱ビルメンテ、静岡スバル物流㈱、 

エススタッフサービス㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社 4 社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び名称 

該当する会社はありません。 

(2)持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称 

①非連結子会社 

 静岡エンジニアリング・サービス㈱、㈱ビルメンテ、静岡スバル物流㈱、 

エススタッフサービス㈱ 

②関連会社 

日本機械商事㈱（本社：大阪府大阪市） 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

ⅰ 商品 

 Ａ 車両関係事業 個別法による原価法 

 Ｂ その他    移動平均法による原価法 

ⅱ 製品・仕掛品 

 Ａ 産業機械事業 個別法による原価法 

ただし、自社製作の共通部品については、先入先出法による原価法 

 Ｂ 冷間鍛造事業 総平均法による原価法 

ⅲ 原材料 移動平均法による原価法 

ⅳ 未成工事支出金 個別法による原価法 

ⅴ 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法 
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なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 

建物及び構築物 3 ～ 50 年 

機械装置及び運搬具 4 ～ 17 年 

②無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定

額法 

 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を基に今後の回収可能

性を勘案した率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生している額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）

による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

④役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(5)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分について

作成しております。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3 か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

１ 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これに

より税金等調整前当期純利益が 166,416 千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき当該資産の金額から直接

控除しております。 

 

２ 連結子会社の会計処理方法の変更 

連結子会社の静岡スバル自動車㈱は、平成 17 年 4 月 1 日から富士重工業㈱の車両販売特約店の基

幹システムを導入しました。これは、経理業務の効率化並びに経営データの活用等による迅速な

経営判断を行うためのものであります。 

この新システム導入により、連結子会社静岡スバル自動車㈱及び静岡ブイオート㈱は、下記のと

おり会計処理を変更しました。 

なお、セグメント情報に与える影響は（セグメント情報）に記載しております。 

 

(1)試乗車及び展示車の処理方法 

試乗車及び展示に使用する車両については、従来、たな卸資産として計上しておりましたが、

当連結会計年度より有形固定資産の「機械装置及び運搬具」として計上することといたしまし

た。この変更は、試乗車及び展示車が販売活動のために所有、使用されているという実態に基

づいて、資産科目を適切に表示することを目的に行ったものであります。 

この変更に伴い、有形固定資産の「機械装置及び運搬具」は 161,404 千円増加し、たな卸資産

は同額減少しております。なお、当該変更による損益に与える影響はありません。 

(2)車両売上の収益認識基準  

車両売上の収益認識時点については、従来、納車時としておりましたが、当連結会計年度より

一部を除いて、車両の使用者等の登録又は届出完了時とすることといたしました。この変更は、

取引を裏付ける説得力のある証拠により、客観性を高め、期間損益計算の適正化を図ること及

び売上処理の迅速化を目的に行ったものであります。 

この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高が 514,710 千円、売上原価が 459,011 千円、

売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ 55,699 千円増加して

おります。 

(3)受取奨励金の処理方法 

受取奨励金については、従来、連結子会社静岡スバル自動車㈱及び静岡ブイオート㈱が販売特

約店等に支払う当該費用と相殺処理をしておりましたが、当連結会計年度より売上高に計上す

ることといたしました。この変更は、他の奨励金の処理との統一化を図ることにより、販売活

動に基づく収益の実態をより適切に表示することを目的に行ったものであります。 

この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高が 76,999 千円、売上原価が 56,017 千円、売

上総利益が 20,981 千円、販売費及び一般管理費が 20,981 千円増加しております。 

なお、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

(4)製造原価の一部範囲の変更 

従来、製造原価に計上していた費用の一部について、当連結会計年度より販売費及び一般管理

費に計上することに変更いたしました。この変更は、基幹システム導入に伴い、原価の範囲を

見直した結果、売上高と売上原価をより直接的に対応させることを目的に行ったものでありま

す。 

この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上原価が 197,588 千円減少し、売上総利益、販売

費及び一般管理費はそれぞれ同額増加しております。なお、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響はありません。 

 



注記事項

（連結貸借対照表関係）
前連結会計年度 当連結会計年度

１　有形固定資産減価償却累計額 6,007,061千円     6,012,580千円     
２　非連結子会社及び関連会社の株式等

 投資有価証券（株式） 58,951千円        58,951千円        
３　担保資産及び担保付債務

 ・担保に供している資産
建物及び構築物 609,910千円       572,580千円       
土地 125,316千円       125,316千円       
計 735,226千円       697,896千円       

 ・上記担保に供している資産に対応する債務
支払手形及び買掛金 160,000千円       160,000千円       
短期借入金 28,066千円        22,800千円        
長期借入金 159,857千円       116,300千円       
計 347,923千円       299,100千円       

４  受取手形割引高 145,194千円       -                
５  受取手形裏書譲渡高 871千円           -                

（連結損益計算書関係）
前連結会計年度 当連結会計年度

１  販売費及び一般管理費の主要な費目と金額
 貸倒引当金繰入額 12,722千円        -                
 給与 1,417,043千円     1,472,995千円     
 賞与引当金繰入額 221,652千円       205,016千円       
 退職給付引当金繰入額 102,060千円       100,124千円       
 役員退職慰労金引当金繰入額 27,248千円        23,387千円        

２　前期損益修正益1,804千円は、過年度収益計上追加額であります。

３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
68,611千円        29,337千円        

４　固定資産売却益の内訳
 機械装置及び運搬具 11,139千円        123千円           
 その他（工具、器具及び備品） -                0千円
 計 11,139千円        123千円           

５　固定資産売却損の内訳
 建物及び構築物 4,823千円         3,789千円         
 機械装置及び運搬具 66千円            94千円            
 土地 10,741千円        -                
 その他（工具、器具及び備品） 45千円            46千円            
投資その他の資産（長期前払費用） -                412千円           
 計 15,675千円        4,342千円         

６　固定資産除却損の内訳
 建物及び構築物 17,092千円        54,376千円        
 機械装置及び運搬具 5,591千円         4,711千円         
 その他（工具、器具及び備品） 1,493千円         8,634千円         
 無形固定資産 -                3,556千円         
 計 24,177千円        71,279千円        
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７　減損損失
当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：千円）

当社グループは、事業の種類別セグメントを基準にグルーピングを行っております。なお、遊休資産

については個別にグルーピングしております。

上記の土地は、市場価格が著しく下落しているため土地の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当該土地の回収可能価額は、路線価を基礎とした正味売却価額により算定しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定

 預入期間が3か月を超える定期預金

 現金及び現金同等物

2,432,305千円  

5,000千円△     

2,427,305千円  

当連結会計年度

金　額

遊休資産 土　地 静岡県静岡市葵区 166,416

用　途 種　類 場　　所

2,454,725千円  

5,000千円△     

2,449,725千円  

前連結会計年度

16
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（セグメント情報） 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（ 自 平成 16 年 4 月 1 日  至 平成 17 年 3 月 31 日）  
 産業機械 冷間鍛造 電機機器 車両関係 不動産等  消  去  

 事  業 

（百万円） 

事  業

（百万円）

事  業

（百万円）

事  業

（百万円）

賃貸事業

（百万円）

計 

（百万円） 

又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する 

売上高 
4,356 1,629 3,736 16,798 154 26,676 - 26,676

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
- - 9 16 43 69 △  69 -

計 4,356 1,629 3,745 16,815 198 26,745 △  69 26,676

営業費用 3,883 1,362 3,581 16,461 149 25,439 533 25,973

営業利益 473 267 163 353 48 1,306 △ 603 703

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
   

資産 3,406 1,323 1,534 8,110 688 15,063 4,227 19,291

減価償却費 50 50 7 178 54 342 20 362

資本的支出 36 67 13 315 11 445 △  1 443

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品（商品他）の類似性、共通性により下記の事業に区分しております。 

産業機械事業・・・・・・・・包装機械関係製品・環境機器 

冷間鍛造事業・・・・・・・・冷間鍛造製品 

電機機器事業・・・・・・・・空調機器・冷凍機器・ＦＡシステム機器・電子機器・空調設備設置工事 

車両関係事業・・・・・・・・自動車販売・産業車両・タイヤ 

不動産等賃貸事業・・・・不動産賃貸・レンタカー 

２ 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金

額は 606,432 千円であり、当社の総務課等管理部門に係わる費用であります。 

３ 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 4,413,314

千円であり、その主なものは、当社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価

証券）及び総務課等管理部門に係わる資産等であります。 

 
当連結会計年度（ 自 平成 17 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 3 月 31 日） 

 産業機械 冷間鍛造 電機機器 車両関係 不動産等  消  去  

 事  業 

（百万円） 

事  業

（百万円）

事  業

（百万円）

事  業

（百万円）

賃貸事業

（百万円）

計 

（百万円） 

又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する 

売上高 
4,566 1,820 3,784 15,807 124 26,103 - 26,103

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
8 - 2 15 31 57 △  57 -

計 4,575 1,820 3,787 15,823 155 26,161 △  57 26,103

営業費用 4,281 1,551 3,555 15,582 124 25,096 509 25,605

営業利益 293 268 231 240 30 1,065 △ 567 497

Ⅱ 資産、減価償却費、 

減損損失及び資本的

支出 

   

資産 3,399 1,298 1,505 7,522 629 14,356 4,099 18,455

減価償却費 53 49 11 250 41 405 28 433

減損損失 - - - - - - 166 166

資本的支出 238 31 15 601 7 894 26 920

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品（商品他）の類似性、共通性により下記の事業に区分しております。 

産業機械事業・・・・・・・・包装機械関係製品・環境機器 
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冷間鍛造事業・・・・・・・・冷間鍛造製品 

電機機器事業・・・・・・・・空調機器・冷凍機器・ＦＡシステム機器・電子機器・空調設備設置工事 

車両関係事業・・・・・・・・自動車販売・産業車両・タイヤ 

不動産等賃貸事業・・・・不動産賃貸・レンタカー 

２ 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金

額は 567,873 千円であり、当社の総務課等管理部門に係わる費用であります。 

３ 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は     

4,285,235 千円であり、その主なものは、当社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金

（投資有価証券）及び総務課等管理部門に係わる資産等であります。 

４ 会計処理方法の変更 

  （１）車両売上の収益認識基準 

    「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、「車両関係 

事業」では、車両売上の収益認識時点を当連結会計期間より一部を除いて、車両の使用者 

等の登録又は届出完了時とすることといたしました。この変更に伴い、従来の方法と比較して 

売上高が 514,710 千円、営業費用が 459,011 千円、営業利益が 55,699 千円増加しておりま

す。 

     （２）受取奨励金の処理方法 

       「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、「車両関係 

        事業」では、受取奨励金を当連結会計期間より売上高に計上することといたしました。この 

        変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高及び営業費用がそれぞれ 76,999 千円増加して 

       おります。なお、営業利益に与える影響はありません。 

 

２  所在地別セグメント情報 

前連結会計年度および当連結会計年度については、本国以外の国又は地域に所在する在外支店

及び連結子会社はないため記載しておりません。 

 

３  海外売上高 

前連結会計年度および当連結会計年度については、海外売上高は、連結売上高の１０％未満のた

め、その記載を省略しております。 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（ 自 平成 16 年 4 月 1 日  至 平成 17 年 3 月 31 日） 

子会社等 
関係内容 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業

議決権

等の所

有割合

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

関連

会社 

日本機

械商事

㈱ 

大阪府

大阪市 

5 千万

円 

各 種 包

装 機 械

並 び に

包 装 機

械プラン

トの販売

直接 

13%

兼任 

1 名

包装機

械等の

販売 

包装機

械等の

販売 

1,185,715 
売掛金

前受金

342,947

42,335

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

包装機械等の販売については取引の都度価格交渉のうえ、市場の実勢価格をみて決定してお

ります。 
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当連結会計年度（ 自 平成 17 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 3 月 31 日） 

子会社等 
関係内容 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業

議決権

等の所

有割合

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

関連

会社 

日本機

械商事

㈱ 

大阪府

大阪市 

5 千万

円 

各 種 包

装 機 械

並 び に

包 装 機

械プラン

トの販売

直接 

13%

兼任 

1 名

包装機

械等の

販売 

包装機

械等の

販売 

1,111,729 
売掛金

前受金

300,786

34,100

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

包装機械等の販売については取引の都度価格交渉のうえ、市場の実勢価格をみて決定してお

ります。 

 

（税効果会計関係） 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

（繰延税金資産）   

賞与引当金 189,091 千円 169,401 千円 

退職給与引当金損金算入限度超過額 141,177 千円 151,654 千円 

適格退職年金に係る退職給付費用否認額 326,092 千円 337,639 千円 

役員退職慰労金引当金 129,339 千円 44,617 千円 

固定資産に係る未実現利益 120,300 千円 119,790 千円 

その他 129,561 千円 93,701 千円 

繰延税金資産合計 1,035,563 千円 916,804 千円 

（繰延税金負債）   

圧縮記帳積立金 △ 219,199 千円 △ 208,041 千円 

その他有価証券評価差額金 △ 400,111 千円 △ 505,951 千円 

その他 △   6,305 千円 △   4,603 千円 

繰延税金負債合計 △ 625,616 千円 △ 718,596 千円 

繰延税金資産の純額 409,946 千円 198,208 千円 

 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

                       前連結会計年度   当連結会計年度 

流動資産     繰延税金資産      233,870 千円    182,247 千円 

固定資産     繰延税金資産      184,439 千円    179,499 千円 

固定負債     繰延税金負債    △  8,363 千円  △ 163,537 千円 

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

法定実効税率 39.9% 39.9% 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0% 1.6% 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.9% △ 1.8% 

試験研究費に係る法人税額の特別控除 △ 0.4% △ 0.4% 

情報通信機器等の取得に係る法人税額の特別控除 △ 1.0% △ 1.1% 
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仕掛品評価損計上分繰延税金資産取崩 0.8%  ―  

ゴルフ会員権評価損認容 △ 0.6%     ―  

住民税均等割等 2.1% 4.2% 

課税留保金額に対する税額 0.6% ―  

減損損失 ― 16.4% 

その他 △ 1.1% △ 1.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.4% 57.7% 

 

（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１  売買目的有価証券（平成 17 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

２  満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 17 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

３  その他有価証券で時価のあるもの（平成 17 年 3 月 31 日） 

区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 株式 

 

 

578,484 

 

 

1,581,751

 

 

1,003,266 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 株式 

 

 

           3,251 

 

 

3,192 

 

 

        △  59 

合計          581,736 1,584,943 1,003,206 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行って

おりません。 

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べ 50％ 

以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復 

可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

４  当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成 16 年 4月 1日  至平成 17 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

５  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 16 年 4 月 1日  至平成 17 年 3月 31 日） 

   該当事項はありません。 

６  時価評価されていない有価証券（平成 17 年 3 月 31 日） 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

  非上場株式 112,126 

７  当連結会計年度中に保有目的を変更したもの（自平成 16 年 4 月 1日  至平成 17 年 3月 31 日） 

該当事項はありません。 

８  その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定

額（平成 17 年 3 月 31 日） 

    該当事項はありません。 
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当連結会計年度 

１  売買目的有価証券（平成 18 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

２  満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 18 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

３  その他有価証券で時価のあるもの（平成 18 年 3 月 31 日） 

区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 株式 

 

 

577,645 

 

 

1,846,405

 

 

1,268,759 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 株式 

 

 

           2,815 

 

 

2,666 

 

 

         △ 148 

合計          580,460 1,849,071 1,268,610 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行って

おりません。 

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べ 50％ 

以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復 

可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

４  当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成 17 年 4月 1日  至平成 18 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

５  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 17 年 4 月 1日  至平成 18 年 3月 31 日） 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

179,931 120,198 ― 

６  時価評価されていない有価証券（平成 18 年 3 月 31 日） 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

  非上場株式 107,474 

７  当連結会計年度中に保有目的を変更したもの（自平成 17 年 4 月 1日  至平成 18 年 3月 31 日） 

該当事項はありません。 

８  その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定

額（平成 18 年 3 月 31 日） 

    該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（退職給付関係） 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があり

ます。 

なお、当社は、退職一時金制度について退職金支給規則に定められた給付の 9 割を適格退職

年金制度に移行しております。 

当連結会計年度末現在、当社グループ全体で退職一時金制度については 5 社が設けており、

厚生年金基金は１社が全国印刷製本包装機械厚生年金基金に加入し、また適格退職年金制度

を 2 社が採用しております。 

当社グループの加入している厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができないため、厚生年金基金に係る退職給付債務は認識しておりません。

厚生年金基金の年金資産残高のうち当社グループの掛金拠出割合に基づく当連結会計年度末

の年金資産残高は 66,858 千円であります。 

 

２ 退職給付債務に関する事項（平成 17 年 3 月 31 日） 

(1)退職給付債務 2,187,009 千円 

(2)年金資産  727,166 千円 

(3)未積立退職給付債務((1)－(2)) 1,459,843 千円 

(4)未認識数理計算上の差異 269,244 千円 

(5)退職給付引当金((3)－(4)) 1,190,598 千円 

 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項(自平成 16 年 4 月 1 日 至平成 17 年 3 月 31 日) 

(1)勤務費用 127,188 千円 

(2)利息費用 43,145 千円 

(3)期待運用収益 △ 1,909 千円 

(4)数理計算上の差異の費用処理額 29,210 千円  

(5)退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)) 197,635 千円 

 (注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 

(2)割引率             2.0％ 

(3)期待運用収益率         0.0％～0.5％ 

(4)数理計算上の差異の処理年数   14 年 

（その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。） 
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当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があり

ます。 

なお、当社は、退職一時金制度について退職金支給規則に定められた給付の 9 割を適格退職

年金制度に移行しております。 

当連結会計年度末現在、当社グループ全体で退職一時金制度については 5 社が設けており、

厚生年金基金は１社が全国印刷製本包装機械厚生年金基金に加入し、また適格退職年金制度

を 2 社が採用しております。 

当社グループの加入している厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができないため、厚生年金基金に係る退職給付債務は認識しておりません。

厚生年金基金の年金資産残高のうち当社グループの掛金拠出割合に基づく当連結会計年度末

の年金資産残高は 82,920 千円であります。 

 

２ 退職給付債務に関する事項（平成 18 年 3 月 31 日） 

(1)退職給付債務 2,246,955 千円 

(2)年金資産  906,128 千円 

(3)未積立退職給付債務((1)－(2)) 1,340,827 千円 

(4)未認識数理計算上の差異 112,682 千円 

(5)退職給付引当金((3)－(4)) 1,228,145 千円 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項(自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日) 

(1)勤務費用 124,445 千円 

(2)利息費用 42,231 千円 

(3)期待運用収益 △ 2,086 千円 

(4)数理計算上の差異の費用処理額 26,011 千円  

(5)退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)) 190,602 千円 

(注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 

(2)割引率             2.0％ 

(3)期待運用収益率         0.0％～0.5％ 

(4)数理計算上の差異の処理年数   14 年 

（その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。） 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５ 生産、受注及び販売の状況 

 (1)生産実績 
当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ
ります。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前連結会計年度比（%）

産業機械事業 3,333,991 △ 10.8 

冷間鍛造事業 1,828,825 ＋  8.8 

合計 5,162,816 △ 4.7 

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２ 金額は、販売価格によっております。 
   ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
(2)商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり
であります。 

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高（千円） 前連結会計年度比（%）

産業機械事業 855,490 ＋ 13.7 

電機機器事業 2,625,887 ＋   4.4 

車両関係事業 13,795,412 △  8.6 

合計 17,276,790 △  5.9 

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２ 金額は、仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
(3)受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ
ります。 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 

（千円） 

前連結会計

年度比（%）

受注残高 

（千円） 

前連結会計

年度比（%）

産業機械事業 4,570,926 ＋  7.8 1,049,329 ＋   0.4

冷間鍛造事業 1,765,509 ＋ 10.9 170,851 △  24.3

合計 6,336,435 ＋  8.6 1,220,180 △   4.0

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
(4)販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ
ります。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前連結会計年度比（%）

産業機械事業 4,566,973 ＋   4.8 

冷間鍛造事業 1,820,447 ＋  11.7 

電機機器事業 3,784,270 ＋   1.3 

車両関係事業 15,807,805 △  5.9 

不動産等賃貸事業 124,019 △ 19.6 

合計 26,103,516 △   2.1 

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 




